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公益財団法人 愛世会 

 

基本方針 

 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-１９）の世界的流行

による未曽有の危機にさらされた。令和 3 年１月、世界中でＣＯＶＩＤ-１９の

感染者が１億人を超し、２００万人以上の方の死亡が確認されている。これによ

り多くの国が感染拡大防止のため、経済活動が抑制され景気は大きく後退する

事となった。 

 

この様な厳しい状況の中、政府は昨年１２月に来年度の社会保障関係の予算

が前年比 0.5％増の 33 兆 1380 億円と閣議決定した。医療は前年比 1.5％減の 12

兆 799 億円、介護が前年比 2.4％増の 3 兆 4862 億円となった。これにより令和

３年度の介護報酬改定は+0.70％となり前回の令和元年の+0.54％を上回る改定

となった。感染予防や地域包括ケアシステムの推進などの５つの柱に力を注い

だ結果といえる。当法人の介護老人保健施設である「シルバーピア加賀」におい

ても時流に乗り遅れないよう、これらの柱に沿った運営を目標とする。 

医療においてはマイナスの予算となり、今後薬価改定が毎年行われることと

なった。モノからサービスにシフトする事がより鮮明となった。愛誠病院におい

ても各科毎・病棟毎の分析を行い、地域医療に貢献しながらどこに重点を置くか



 

2 

を明確にしなければならない。予防医学においても、感染対策に配慮しつつ巡回

健診やドック健診を多くの方に実施し、住民や勤労者の方の健康増進と公衆衛

生の向上に寄与したい。 

歯科診療の展望を考え、愛歯技工専門学校や愛歯技工研究所の在り方につい

て今後の運用を見直す時期と考える。 

コロナ禍においても、これらのサービスの向上のためにも赤字体質からの脱

却を図り強力な経営改善が必要となる。運営の安定化を図り、公益財団として皆

様から信頼される法人作りに専念し結果を出したいと考える。 
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愛誠病院 

 

昨年は新型コロナウイルスで終止し、この世情をコロナ禍（か）と一括りに表

現された。禍（わざわい）とは「不幸をもたらす物事や出来事」であるが、禍と

いう一文字では軽すぎるほどの現状を鑑みると「世界災害」と言えるのではない

か。昨年末に、世界では 150 万人を超える死者を数え、感染者に至っては 6700

万人に及ぶ。70 億人といわれる世界の人口で考えると、100 人に 1 人が感染し

ていたことになる。 

コロナ禍は、全国の医療機関を一斉に直撃した初めての災害である。

無症状で経過する感染者も多いと言われている中で、職員や患者 様によ

るコロナの持ち込みに起因する院内感染はいつ起きても不思議ではない。

院内感染による被害は甚大で、職員の身も心も打ち拉がれ、経営をも揺

るがす事態に発展する。 

令和 2 年度は、当法人も緊急事態宣言下では、健診部門の 4 月・5 月の健康診

断が延期となり収益の大幅な落ち込みと再スケジュールの調整に追われた。 

診療部門においては、外来患者の大幅な減少と入院患者の減少を覚悟の上、集団

感染の防止に全職員が全力で取組んできた。 

この厳しい状況を乗り切るため、ここ数年の推移を把握し自院の立ち位置を再

確認する必要がある。当院の診療圏を把握し、今までの医療を継続するだけでな
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く、新たに必要とされる医療とは何かを考え実践しなければならない。また、予

防医学においても、精神科を有している医療機関の強みを生かし、心身共に健康

でいるためメンタルヘルスに強い健診機関を目指したい。 

コロナ禍において、医療難民が一層増えている現状を鑑み、当財団が掲げてい

る「生活困窮者支援の為、可能な限りの医療援助」を行うため、高齢者や精神障

害者らの処遇困難な患者の対応を進め、より多くの方の医療援助を進めなけれ

ばならない。その一環として、逼迫している医療行政を少しでも援助するため、

保健所の業務委託（板橋区新型コロナ健康相談窓口）や新型コロナワクチン接種

の業務を推進したい。 

新型コロナウイルス感染拡大の沈静化の見通しが立たない中でも、患者様や

職員に安心・安全な環境を提供していかなければならない。今年度はコロナ禍の

中でも一定の成果を見出せた。来年度についても同様な体制を維持しながら、 

より一層盤石な経営基盤とするため以下の事業を推進する。 
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各 部 門 対 策 

 

Ⅰ．公益目的事業 

1．医療支援・社会復帰支援事業（診療） 

（1）精神科のデイケア・作業療法・訪問看護及び精神科患者の社会復帰支

援の強化 

（2）精神科における身体合併症治療の強化と拡充 

（3）精神科合併症病棟における看護力の強化 

（4）入院患者家族及び精神科デイケア利用者家族に対しての相談会の実施 

（5）処遇困難な患者の積極的な受入の実施 

（6）ストレスチェック後におけるアフターケアの実施 

（高ストレス者に対し臨床心理士や精神科医療相談員等による 

相談業務と医師の診療のシステム構築） 

（7）看護師をはじめとする各医療技術者の実習の積極的な受入 

（8）療養病棟における重症度の高い患者の積極的な受入 

（9）病棟建替えの為、タスクチームの立上げ及び設備の検討 

  



 

6 

2．疾患予防事業（集団検診） 

（1）事業年報の作成 

（2）ウィズコロナ時代における「人にうつさない、自分がうつらない為の

新しい健康診断の実施方法の確立」 

（3)ストレスチェックの実施方法の選択肢が増えた為、既存の顧客へのアナ

ウンスの強化及び新規顧客の獲得 

（4）各事業所、勤労者らへの各種ワクチン接種の実施 

（5）健康診断業務の拡大として職域、地域、学校など、疾病予防及び健康 

づくりに貢献 

（6）健康診断結果報告書の迅速化、見やすく分かりやすい結果表の作成、 

スマートフォンを使用した結果の閲覧など電子化の検討 

（7）受診者様の個人情報保護のためのセキュリティーを強化し第三者認証 

の維持及び継続 
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Ⅱ．収益目的事業 

1．人間ドック 

（1）新しいオプション検査の検討と導入 

（2）新たなストレスドックのサービス開始 

（3）内視鏡検査の受診人数増加への対応 

（4）電子マネー・ＱＲ決済の導入 

（5）地域住民・受診者に対してホームページや院外報による健康情報の発信 

（6）人間ドック機能評価認定の継続 

（7）ＩＳＯ２７００１認証の継続 

（8）ドックスタッフ全員の接遇教育や知識向上 

 

Ⅲ．その他（事務など） 

（1）患者サービス向上のための接遇及び職員教育 

（2）経営安定化の為の企画立案及び実施 

（3）防火、防災訓練の徹底及び意識の強化 

（4）経営安定化の為の人事交流の強化 

（5）ハラスメントについての職員への啓蒙 

（6）コスト意識の強化  
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老健施設 シルバーピア加賀 

 

老健施設は、その創設時から在宅復帰のための中間施設であり、急性期病院等

を退院後に充実したリハビリテーションを提供し、在宅復帰を促進する機能を

発揮しなければならない。しかしながら、在宅に復帰した方が地域での生活を継

続するにはその枠組みがなければならない。平成２９年には介護保険法の改正

により老健施設の役割が「在宅支援・在宅復帰のための拠点となる施設」、「リハ

ビリを提供することで利用者の機能維持・回復の役割を担う施設」と明記された。 

令和 3 年度の介護保険改定では「地域共生社会の実現」をキーワードに、 

① 感染症や災害への対応力強化 

② 地域包括ケアシステムの推進 

③ 自立支援・重度化防止の取組の推進 

④ 介護人材の確保・介護現場の革新 

⑤ 制度の安定性・持続可能性の確保 

の 5 点が中心となって進められることになっている。この中で特に中心的な

施策は以前から推進されてきた「地域包括ケアシステム」のさらなる推進である。

当施設としてもその一翼を担うために、通所リハビリテーションの稼働率の向

上、短期入所療養介護のさらなる活用等在宅サービスを充実していく必要があ

る。 
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また、訪問看護ステーション、地域の医療施設との連携も重要な課題となって

くる。 

在宅サービスの支援と同時に、認知症の高齢者、終末期の利用者を受け入れる

体制を今まで以上に整え、入所率の向上に資する必要がある。 

昨年末から続く新型コロナウイルスの影響により経営も苦しい状況にあり、

感染対策等で職員も疲弊している。しかし、この中でも如何にサービスの質の向

上、職員のモチベーション、資質の向上を図り、利用者がより良いサービスを受

けられ、より満足していただける施設を目指す。また、恒久的なサービス提供に

は安定した経営が不可欠である為、施設全体で取り組んでいく。 
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各 部 門 対 策 

１. 介護老人保健施設 

(1) 入所及び通所の利用率の向上 

(2) 感染症予防体制の強化 

(3) 居宅サービスとの連携の強化による在宅復帰率の向上 

(4) 職員の研修の充実、資質の向上 

(5) 認知症ケアサービスの推進 

(6) 口腔ケアの推進 

(7) ターミナルケアの推進 

(8) 地域包括ケアシステムの推進 

(9) 業務効率の改善 

 

２. 地域包括支援センター 

(1) 地域包括ケアシステムの推進 

(2) 各居宅介護支援事業所への支援 

(3) 包括支援センターの普及・啓発活動 

(4) 業務効率の改善 
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３. 居宅介護支援事業所 

(1) 居宅介護支援件数の拡充 

(2) 各サービス事業所との連携強化 

(3) 地域包括ケアシステムの推進 

(4) 業務効率の改善 

 

４. 訪問看護ステーション 

(1) 訪問件数の拡充 

(2) 各居宅介護支援事業所、各医療機関との連携強化 

(3) 業務効率の改善 
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愛歯技工専門学校 

 

本校は、平成３０年４月より学生募集停止、平成３１年４月から授業を停止し

てきた。また、それに合わせるように本校同窓会も２年間活動停止状態にある。 

令和３年度は、本校同窓会役員と本校教員との協議の場を設け、それぞれの立場

でできること 

① 同窓会総会の実施 

② 卒業生、研究所職員を対象とした研修会の開催 

③ 全国の卒業生に向けた同窓会会報の発行 

など実施し、同窓会会報により、①や②の報告、学校や研究所の近況を全国の

卒業生や関係者に報告する。 
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愛歯技工研究所 

 

近年歯科医療分野では「フッ素」「キシリトール」「洗口剤」などによるオーラ

ルケアが普及し、う蝕歯や歯周病の発生数(患者数)が減少している。また、個人

開業の歯科医院が増加し、利用者が分散することで当研究所の製作受注量は、縮

小してきた。さらに昨年(令和２年)歯科医療界は、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響を受けて患者数が激減し、当研究所の技工受注量も４月～６月にかけ

大幅減となった。 

以来、本研究所では経済的な対策として７月から「運搬経費を踏まえた業者の

選択」や「チタンクラウン保険診療導入に伴う製品の広報」「取引大学病院等の

契約項目見直しと訪問」「研究所ホームページ・技工指示書をダウンロードでき

る様式の追加」「受注減少に伴う製作工程の見直し」「新規歯科医院との契約推進」

などを推しすすめた。 

上記の中で、「受注減少に伴う製作工程の見直し」を勧めることで残業時間の

減少など人件費の削減の原動力として機能し良い結果が得られた。このことか

ら令和３年度も引き続き「さらなる作業の効率化」に取り組むことにした。具体

的には、今以上の製作スピードを求めるのではなく、「再製作の削減 (品質の安

定化)」を実践し、効率化を実現させたい。 
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その他、経済的理由から勧めてきた(時間や人件費などの)節約思考推進策は、

弊害として職場のスタッフ同士の意見交換や研修会への参加などが見送られ、

若い技工士の将来を見据えればマイナスになる一面もある。これからは、特に若

い人材の研修会参加や各科を超えた人材起用を前向きに検討し、スタッフ同士

の意見交換の機会を増やし「広い視野を持つ優秀な人材を育むこと」も実現しな

くてはならない。 


